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１．年次計画2022の策定について

 基本計画に基づき「国土強靱化年次計画2022」を策定し、国土強靱化推進本部において決定する。
 国土強靱化の取組を着実な推進に向けて、
※ 「５か年加速化対策」の①各対策の目標に対する進捗状況、②令和４年度分までの事業費ベースの
進捗状況を取りまとめ。

※ 国土強靱化地域計画について、今後は計画の実効性向上を促進すべく、地域の目指す将来像ととも
に、その達成に必要となる具体的な取組内容の明示など、国土強靱化地域計画の内容充実を推進。

※ 国土強靱化を実効あるものにするため、官民連携の推進と民間の主体的な取組の促進方策について
記載。

※ 国土強靱化広報・普及活動戦略に基づき、内閣官房及び関係府省庁が行う具体的な広報・普及啓発
活動について記載。

※ 気候変動に係る政府間パネル（IPCC）報告書策定の経過を踏まえた取組、国家レジリエンスの強化
に関する新技術・イノベーションの取組、インフラ老朽化対策の取組の方向性について記載。

※ 令和３年に発生した災害において判明した教訓等を踏まえ、新たな施策を追加。
 概ね５年ごとに見直すとしている国土強靱化基本計画について、近年の社会情勢変化や国土強靱化施

策の推進状況を踏まえた次期基本計画のあり方の検討やそのために必要な脆弱性評価について記載。

本懇談会において、「年次計画2022（素案）」について専門的見地から御議論いただき、
御意見を賜りたい。

（参考）年次計画2022策定に向けた今後の本懇談会のスケジュール(案)

第63回（今回）
・年次計画2022の
策定について

第64回（４月下旬）
・年次計画2022
(素案の検討資料）
について

第65回（５月下旬）
・年次計画2022
（素案）について

国土強靱化推進本部
決定

６月上旬



（参考）年次計画の位置付け、策定方針

国土強靱化基本計画における位置付け（抜粋）

第４章３（１）毎年度の年次計画の策定とPDCAサイクル
プログラムごとの脆弱性評価結果を踏まえた各プログラムの推進方針・・・これに進捗管理のための定量的な指標を

加えた各プログラムの推進計画、プログラム推進のための主要施策を年次計画として推進本部が取りまとめ、これに基
づき各般の施策を実施するとともに、毎年度、施策の進捗状況の把握等を行い、プログラムの推進計画を見直すという
PDCAサイクルを回していくこととする。
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本年５月下旬～６月上旬頃を目途に国土強靱化年次計画2022を策定し、公表。
１．年次計画の策定の趣旨
・各プログラムの推進計画（推進方針と指標）及び当該年度に取り組むべき具体的な個別施策等を提示。
・施策の進捗状況を把握し不断の見直しを行うとともに、取組を分かりやすく伝えるために広報・普及啓発を強化・
充実。

２．国土強靱化の取組の充実
・施策の進捗、昨年発生した災害において判明した教訓、サプライチェーンの強靭化等を踏まえ、必要に応じて新し
い施策を追加。その際、地方公共団体及び民間の取組の促進の観点から、各団体の意向を把握し、施策の検討に反
映。

・国土強靱化地域計画への目指すべき地域の将来の姿の提示や個別事業の明示など記載内容の充実及び取組への支援、
国土強靭化広報・普及啓発活動の推進、次期基本計画の変更に向けた脆弱性評価の検討状況等について充実。

３．指標による進捗管理
・重要業績指標による施策及び各プログラムの進捗管理、その充実。
・基本計画を反映した国の他の計画等の見直しの状況の把握。

４．防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗管理
・各対策の目標に対する進捗状況と令和４年度分のまでの事業費ベースの進捗状況を取りまとめ。

国土強靱化年次計画2022の策定方針（関係府省庁連絡会議決定（令和４年１月19日））（ポイント）



２．国土強靱化年次計画2022の構成(案)－１
年次計画2022の構成（案） 主なポイント

はじめに

第１章 2022年度（令和４年度）の国土強靱化の取組について
１ 年次計画2022の策定及びこれに基づく施策の推進
（１）年次計画策定の趣旨 • 年次計画の基本的な考え方を記述

（２）プログラム推進のための施策の充実・強化
１）５か年加速化対策の推進 • ５か年加速化対策により、国土強靱化の更なる加速化・深化を図るた

め、中長期の目標を定め、重点的・集中的に対策を実施。各対策の目
標に対する進捗状況、事業費ベースの進捗状況の把握による進捗管
理について記述（詳細は第３章）。

２）地域の強靱化の推進 • 地域計画の策定がほぼ全ての自治体で完了することを踏まえ、今後
は計画の実効性向上を促進すべく、地域の目指す将来像とともに、そ
の達成に必要となる具体的な取組内容の明示など、地域計画の内容
充実について記述。

３）官民連携と「民」主導の取組の促進 • 民間企業におけるBCPの策定率が低い状況等も踏まえ、官民が役割
分担・連携した強靱化の取組を推進するとともに民間の主体的な取組
を促進する方策について記述。

４）国土強靱化の広報・普及啓発活動の推進 • 国土強靱化広報・普及活動戦略に基づき、内閣官房及び関係府省庁
が行う広報活動について記述。

５）個別重点事項
①気候変動

②新技術・イノベーション

③予防保全型インフラ老朽化対策 等

• ５か年加速化対策を踏まえて、各事項について記述。
①気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書策定の経
過を踏まえた取組の方向性について記述。

②災害時のSociety 5.0構築のための国家レジリエンスの強化に関する
新技術・イノベーションの取組の方向性について記述。

③インフラ長寿命化計画（行動計画）の実効性担保に向けたインフラメ
ンテナンスの方向性について記述。
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充実

充実

充実

新規



２．国土強靱化年次計画2022の構成(案)－２
年次計画2022の構成（案） 主なポイント

（３）指標の充実によるPDCAの強化 • 指標の進捗把握、充実。（年次計画2021では344重要業績指標（KPI）
（重複除く））（年次計画別紙２にて更新）

• 年次計画2019で設定したベンチマーク（BM指標）の進捗把握（年次計

画別紙３にて更新）

２ 国土強靱化基本計画の変更に向けて • 概ね５年ごとに見直すとしている基本計画について、近年の社会情勢
変化や国土強靱化施策の推進状況を踏まえた次期基本計画のあり
方の検討やそのために必要な脆弱性評価を記述。

３ 基本計画を踏まえた国の他の計画の見直し • （詳細は年次計画別紙４）

４ 基本計画に基づくその他の取組

（１）基本計画を推進する上で重要な政策課題の解決のための調査検討 • 東京一極集中リスクに関連する指標について記述。

（２）大規模自然災害等を踏まえた国土強靱化の取組の強化 • 令和３年７月の大雨等を踏まえた盛土による災害の防止等の今後の
対応を記述。

第２章 各プログラムの推進方針、主要施策、重要業績指標等

１ 概要 • 45の各プログラムの推進方針及び主要施策、施策の進捗管理のため
重要業績指標（KPI）を設定し、進捗把握。

２ 45の各プログラムの推進方針及びプログラム推進のための主要施策 • 施策の進捗、令和３年度に発生した災害において判明した教訓等を
踏まえた新しい施策を追加。

第３章 ５か年加速化対策の進捗管理

１ ５か年加速化対策の進捗状況（事業費ベース） • 全体でおおむね15兆円程度の事業規模に対する令和４年度分までの

措置状況を取りまとめ。

２ 123対策の進捗状況 • 各対策の目標に対する進捗状況を取りまとめ（詳細は年次計画別
紙５）

３ 災害時に効果を発揮した事例等 • ５か年加速化対策等の実施により、災害時に効果を発揮した事例、
整備した事例を掲載。 4
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２．国土強靱化年次計画2022の構成(案)－３
年次計画2022の構成（案） 主なポイント

別紙１ 分野別施策一覧
別紙２ 重要業績指標（KPI）一覧
別紙３ ベンチマーク指標一覧
別紙４ 国土強靱化推進本部に報告すべき国の他の計画等
別紙５ ５か年加速化対策の進捗状況一覧

別紙６ 重点化すべきプログラムに係る工程表

・５か年加速化対策全対策の進捗状況を掲載。
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＜方針＞
基本計画に定められた

45プログラム
－推進方針
－主要施策

の関係を明確化し、索引の利便性を
確保

施策の進捗、令和３年に発生した災
害において判明した教訓等を踏まえ
た推進方針や主要施策を更新

各プログラム及び施策の進捗管理の
ため、施策毎のKPIの充実

国土強靱化全体の進捗状況を把握す
るため、「８つの事前に備えるべき
目標」の達成への寄与度等も踏まえ
て設定したベンチマーク（BM）指標
の進捗状況を更新

２ 45の各プログラムの推進方針・主要施策

■１．直接死を最大限防ぐ
1-1）住宅・建物・交通施設等の・・・
《重点化》
（推進方針）
○ ・・・について、・・・を推進する。
○ ・・・について、・・・に取り組む。
○ ・・・

（主要施策）
○ 【国交】・・・の整備
○ 【○○】・・・
〇 【〇〇】・・・

45のプログラム
ごとにまとめ

３．各プログラムの推進方針、主要施策、重要業績指標等（第２章 ２）
記載イメージ
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※「主要施策」以外の施策も含む全施策を
「（別紙１）分野別施策一覧」にて整理

（記載イメージ）

第２章 各プログラムの推進方針、主要施策、重要業績指標等

※以降、1-2）～8-6）において、
同じ方針で作成


